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六

バ
ナ
ジ
ウ
ム
鉱
（
精
鉱
を
含
む
。）

七

希
土
類
金
属
、
ス
カ
ン
ジ
ウ
ム
及
び
イ
ッ
ト
リ
ウ
ム
（
こ
れ
ら
の
相
互
の
混
合
物
又
は
合
金
に
し
て
あ
る
か
な

い
か
を
問
わ
な
い
。）、
こ
れ
ら
の
無
機
又
は
有
機
の
化
合
物
及
び
こ
れ
ら
の
混
合
物
の
無
機
又
は
有
機
の
化
合
物

附

則

こ
の
省
令
は
、
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
第
千
八
百
七
十
四
号
等
を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す
る
貨
物
検
査

等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
九
年
政
令
第
百
四
十
五
号
）
の
施
行
の
日
か

ら
施
行
す
る
。

〇
農
林
水
産
省
令
第
三
十
三
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
六
十
五
条
第
一
項
及
び
水
産
資
源
保
護
法
（
昭
和
二
十
六
年

法
律
第
三
百
十
三
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
九
年
六
月
七
日

農
林
水
産
大
臣

山
本

有
二

指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
三
十
八
年
農
林
省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
八
十
二
条
第
一
項
中「（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
三
百
十
三
号
）」を
削
り
、「
り
く
ぜ
ん
型
い
し
い
る
か
」
を
「
り
く

ぜ
ん
い
る
か
型
い
し
い
る
か
」
に
、「
又
は
お
き
ご
ん
ど
う
」
を
「
、
お
き
ご
ん
ど
う
、
し
わ
は
い
る
か
又
は
か
ず
は
ご

ん
ど
う
」
に
改
め
る
。

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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